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関東財務局が13日発表した法人企業景気予測調査によると、管内1都9県の4～6月期の景況判断指数（BSI、全産業ベース）はマイナス4.8となり、2期連続で「下降」が「上昇」を上回った。新型コロナウイルス対策の行動制限が緩和され、企業活動は回復基調にあるものの、原材料・エネルギー価格の上昇や円安の進行、ウクライナ情勢などが景況感を下押しした。

BSIは足元の景況が前期に比べ「上昇」と答えた企業の割合から「下降」と答えた企業の割合を引いた値。4～6月のBSIは前回調査（22年1～3月）のマイナス9.3に比べ4.5ポイント改善したが、大企業や中堅企業、中小企業のいずれもマイナスだった。

原油・原材料高で、特に製造業の景況が前回調査より悪化。景況が「下降」していると答えた企業に要因を聞くと、仕入れ価格の上昇を挙げた企業が前回調査より6.2ポイント上昇し、54.4%となった。特に半導体不足や中国のロックダウンなどの影響も受ける自動車関連、物流コストと鋼材価格の上昇に悩む建設業などから厳しさを訴える声が上がった。


関東財務局が入るさいたま新都心合同庁舎1号館（さいたま市）
先行きの景況については大企業を中心に上昇すると答える企業が多い。ただ、関東財務局の担当者は「原材料高や国際情勢など不透明な要素が多く、先行きの景況が見えにくい。期待値も入っているのではないか」とみている。

調査は管内の5116社が回答し、回答率は66.4%だった。




